
急性期病院と回復期病院、慢性期病院
との連携に関するアンケート調査結果

（概要版）
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高度急性期

急性期

回復期

慢性期

幅広い手術への対応が可能

主として手術を要しない
患者への対応

回復期リハビリテーション機能

主に急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた機能
（回復期リハ以外の回復期機能）

Ⅰ 調査対象
千葉市医師会医療連携特別委員会委員の医療機関（11病院）

Ⅱ 調査内容
自院の担う医療機能や他機能病院との連携状況等について、医療機能別の
調査票に基づくアンケート調査を実施

[自院の担う医療機能] [調査票回答数]

調査票 対象 回答数

Ａ票
基本調査票 高度急性期

急性期

11

MSW調査票 10

Ｂ票
基本調査票

回復期 3
MSW調査票

Ｃ票
基本調査票

慢性期 1
MSW調査票

※複数回答可

一部手術は対応が可能
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中等症

重症

その他

精神疾患・夜間受入等
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在宅復帰

回リハ

需要が増加する 需要はあまり変わらない

回復期機能

8 1 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

慢性期機能

需要が増加する
需要はあまり
変わらない

需要が
減少する

救急受入機能（傷病程度別）

○ 2025年に向けて拡充が必要な救急受入機能については、重症よりも軽症・中等症が多く、精神疾患患者や夜間受入等の体制
強化を求める回答も複数あった。

○ 2025年の回復期・慢性期機能の医療需要の見通しについては、両機能ともに、需要の増加を見込んでいる病院が多かった。
○なお、回復期については、在宅復帰に向けた機能の方が医療需要の将来見通しが多い傾向が見られた。

慢性期機能

※複数回答可

拡充する
必要はない

回リハ機能

在宅復帰に
向けた機能

感じている
80%

感じていない、
すでに連携は十分

である
20% 感じている

33%

感じていない、
すでに連携は十分である

67%

急性期病院の回答

回復期病院の回答

回答
3病院

回答
10病院

大［7］

大［3］

中［0］
小［0］

中［6］ 小［0］

0% 20% 40% 60% 80% 100%

在宅復帰病院

回復期リハ

○ 調整困難度については、全病院から在宅復帰に向けた機能を持つ病院との困難度が高いとの回答があった。
○ 在宅復帰に向けた機能を持つ病院から受入を断られやすい理由として、医学的管理の問題が最も多くあげられた。
○ 連携強化の必要性については、急性期病院と回復期病院で相違が見られた。
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医学的管理（酸素投与、高価な内服薬、
内科疾患、リスク等）が困難であるため

満床であるため

疾患の治療または併存疾患・合併症の治
療等により、入院から退院までに２か…

自宅退院の目途がたっていないなど社会
的な理由があるため

頸髄損傷など疾患によっては、受入可能
な回復期のベッド数が少ないため

居住地域に回復期病院がなく紹介先の病
院が遠方である等により、家族と転院…

その他

在宅復帰に向けた機能を持つ病院から受入を断られやすい理由調整困難度

急性期と回復期の連携強化の必要性

医学的管理（酸素投与、高価な内服薬、
内科疾患、リスク等）が困難であるため

疾患の治療または併存疾患・合併症の治療
等により、入院から退院までに２か月以上

の期間を要する見込みがあったため

自宅退院の目途がたっていないなど
社会的な理由があるため

頸髄損傷など疾患によっては、受入可能な
回復期のベッド数が少ないため

居住地域に回復期病院がなく紹介先の
病院が遠方である等により、家族と

転院先の調整が整わないため

※複数回答可

在宅復帰に
向けた機能

回リハ機能



○ 調整困難度については、長期療養病院が最も高く、自宅へ退院できる患者の調整は、比較的低い傾向が見られた。

○ 慢性期機能を担う病院から受入を断られやすい理由として、医学的管理や医療区分の問題が最も多くあげられた。

○ 連携強化の必要性については、急性期病院と慢性期病院で相違が見られた。

慢性期機能を担う病院から受入を断られやすい理由
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医療区分が低いため

満床であるため

その他

・認知症
・経済的困窮患者
・人工呼吸器が必要等

医学的管理（酸素投与、高価な内服薬、
内科疾患、リスク等）が困難であるため

疾患の治療または併存疾患・合併症の治
療等により、入院から退院までに２か月
以上の期間を要する見込みがあったため

居住地域に慢性期病院がなく紹介先の
病院が遠方である等により、家族と

転院先の調整が整わないため急性期と慢性期の連携強化の必要性

感じている
70%

感じていない、
すでに連携は
十分である

30% 回答
10病院

感じて
いる
0%

感じていない、
すでに連携は十分である

100%

回答
1病院

急性期病院の回答

慢性期病院の回答

※複数回答可

大［2］

大［4］

大［6］

中［5］

中［4］

中［2］

小［1］

小［0］

小［0］

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

入所施設等

長期

調整困難度

長期療養が必要な
患者を入院させる
機能を持つ病院

○ 医療を殆ど必要としない患者の退院支援・調整が長期化するケースについて、9割があると回答しており、その理由
として「住まいの確保」が最も多く、「療養病院等の確保」、「本人や家族の希望調整」等が続いた。

○ また、転院・退院までの期間を短縮するために必要なものとして、「医療行為を必要とする患者を入所させる施設」
が最も多く、次いで「急性期経過後の在宅復帰支援を行う病院 」、「長期療養病院」が多い結果となった。
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退院後の住まい（入院施設やサ高住等）の確保

入院医療の継続が必要な患者の受入先（療養病院等）の確保

本人や家族の希望の調整

患者の病状等に関する関係者（受入先やサービス提供者）の理解

在宅で受けられる介護サービスの確保（※）

訪問診療や往診を行う診療所等の確保

病状が急変した時の入院先の確保

その他

退院後の住まい（入院施設や
サ高住等）の確保

入院医療の継続が必要な患者
の受入先（療養病院等）の確保

本人や家族の希望の調整

患者の病状等に関する関係者
（受入先やサービス提供者）の理解

在宅で受けられる
介護サービスの確保

訪問診療や往診を行う
診療所等の確保

病状が急変した時の
入院先の確保

その他
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その他

在宅医療に必要な訪問看護等の介護サービスの確保

回復期リハビリテーション機能

在宅療養に必要な訪問診療等を行う在宅医の確保

医療行為を必要としない患者を入所させる施設

長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能

急性期を経過した患者を転院受入し、在宅復帰に
向けた支援を行う機能

医療行為を必要とする患者を入所させる施設

不要 やや不要 現状維持 やや必要 必要

医療行為を必要とする患者を
入所させる施設

急性期を経過した患者への
在宅復帰に向けた機能

長期にわたり療養が必要な患者
を入所させる施設

在宅療養に必要な訪問診療等を
行う在宅医の確保

回復期リハビリテーション機能

在宅医療に必要な訪問看護等の
介護サービスの確保

その他

医療行為を必要としない患者を
入所させる施設

医療を殆ど必要としない患者の退院支援・調整が困難であった点 転院・退院までの期間を短縮するために必要な施設等の必要度

独居患者の服薬管理

※複数回答可


